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はじめに
ソシオーテクニカル・システム論の基底には，民主主義にたいする熱い思い
が流れている。民主主義とは権力の共有 (sharingof power)である。この権力
の共有は，ソシオーテクニカル・システムの基本原理である。このシステムを
説<Eric L. Tristは，次のようにいう。「もし成功しようとするならば，合意の
上での権力の共有がなければならない。権力の共有は，新しいモデルの基本原
理である」と1)。この民主主義をその基底で支えているのが，自律性(autonomy)
である。ソシオ＝テクニカル・システムの目ざす民主化は，とりわけ職場レベ
ルでのそれである。組織の下位層の人たちが自律性をもつことによって，職場
の民主化が達成できるというのである。
本稿は，自律性に議論の焦点をすえて，組織の民主化，とりわけ職場のそれ
を考察せんとするものである。自律性とはなんであるのか，自律性はどこから
でてくるのであるか，自律的ならしめる方法にはどのようなものがあるのか，
自律的ならしめる作業システムや組織構造はどうあるべきかなどを尋ねていく
ことになる。
1) Eric L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in Andrew H. Vande and 
William F. Joyce ed., Perspectives on Organization Design and Behavior, 
1981, p. 56. 
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ところで，最近の技術の急速な進展には，目をみはるものがある。進展する
この技術が，人間のもつ社会・心理的側面になんらかの影響を及ぽすことは
想像するにがたくない。しかし，ソシオ・システムにもそれ独自の意義があ
り，体系がある。一方的に技術によって規定されるわけにはいかない。では，
テクニカル・システムとソシオ・システムの同時最適化がはたして可能であ
るのか，この実現のいかんが組織での人間の尊厳性や組織の経済的効率性に影
響を及ぼすことになるだけに，ことは重要である。ソシオーテクニカル・シス
テム・アプローチは，これに応えようとするものである。最近の進歩した技術
をとり扱うためには，そのにない手が主体的に判断し，行動することが求めら
れてきている。他方，社会・心理的側面の研究も，人間の自律性の重要性を強
調する。自律性を介して，両システムの同時最適化の可能性をよみとることが
できる。 ． 
そこで，まずはじめに，ー）工業化時代における職務や組織設計をとりあ
げ，これと対比させながら脱工業化時代における技術的ならびに社会・心理的
な局面の変化を考察する。そして，この局面の要請をうけて，組織構成員に自
律性が求められていく姿を描きだす。二）脱工業化時代にふさわしい分析手法
として，ソシオーテクニカル・システム・アプローチが登場してくる。この理
論の成りたちをふり返り，これによって自律性のよってくる根拠を確かめる。
こうして，その後，三）ソシオ＝テクニカル・システムの現在的意義と特徴を
明らかにする。ここでソシオーテクニカル・システムの概念，それにもとづく
仕事や組織の設計原理にもふれる。
さて，このようなソシオーテクニカル・システムについての一般的な考察を
うけて，具体的に自律性の内容を問い，これにもとづく自律的作業集団の役割
を明らかにするのが，次の課題である。そこで，四）自律性とはどういうこと
なのか，具体的にその内容を確かめていく。その上で，作業集団が自律性をだ
しうる，厳密にいえば，自己規制的な決定をなしうる環境を尋ねてみる。環境
条件の違いによって，作業集団の規制的決定の内容や集団内におけるその決定
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の配分が異なることを明らかにする。五）組織の下位階層に決定がゆだねられ
ていくということは，職場の民主化への歩みを意味する。しかし，これとて上
位階層の決定からの影響の外にはありえない。真に組織の民主化のためには，
上位階層の民主化も求められる。こうして，組織民主主義への展望の足がかり
をつかみたい。六）民主的方策として，これまでに提唱されてきた経営参加と
ここでとりあげられる自律的作業集団との関係をただしてみる。最後に，七）
本稿をまとめながらも，自律的作業集団が経営参加や職務充実と異なることを
明確にする。そして，これらの諸方策が一体となって実行されることによって，
より一層民主化が強力におしすすめられるであろうことを示唆する。
ー 脱工業化時代と仕事の自律性
1 工業化時代の職務と組織設計
a 一人，ー職務方式
工業化時代の技術は，他に及ぼす影響からして「決定論的 (deterministic)」
な意味あいをもっていたとみなされる。そこでの人間は，機械ないしは作業工
程に組み込まれた存在である。個人は生産の一単位にすぎず，互換性をもち，
能力も限られたものである。他方，課業は，こと細かく規定された。作業順序
・時間・用具が詳細に指定された。職務は，特定化され，細分化され，最低限
の技能しか必要としない課業で構成された。個人は，このような職務を割り当
てられる。一人，ー職務方式(oneman, one job system)である。この個人や個
人の担当する課業から，組織は成りたっている。この個人間ならびに課業間の
相互関係は，厳密な階層秩序，給与支払制度，ならびにスケジュールによって
統制された。命令と規則に服従することが，美徳とみなされた。こうすること
によって経営は，生じてくる変異性(variance)に対処しようとしたのである丸
2) L. E. Davis, "Job Satisfaction Research: The Post-Industrial View", in 
Louis E. Davis and James C. Taylor ed., Design of Jobs, 1972, pp. 15.,-156. 
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b 組織設計
当然工場の組織も，これに適合するように設計されることになる。組織の上
部構造は，仕事をおこなう上での諸要素を調整し，一体にし，生まれてくる変
異性にたいして対応できるように設計されている。計画，統制，調整の管理機
能は上部構造にあり，活動の実行は労働者レベルでおこなわれる況人間の自
発性とか自己組織化は組織の可変性を高めることになり，組織を互解させるこ
とになるとみなされている丸
c 技術至上主義
このような職務と組織の設計を支配するのは， 技術至上主義 (technological
imperative)の考え方である。技術は，望まれる転換をもたらすために必要とさ
れる技能，設備，工具，ならびに関連技術知識の組み合わせから成りたってい
る。この技術が，仕事の内容や，個人と組織に求めるところのものをきめてし
まう。作業システムの心理的・社会的要求はテクニカル・システムにとっての
境界条件であるとみなされ，これを境界定数 (boundaryconstants)へ変えよう
とする試みがなされる 5)。 他方，これまでの職務満足の心理学的・社会学的研
究は，技術を与件として受け入れている。技術の影響するところは大きいにも
かかわらず，技術によって左右されない変数のみをとりあげてきた。これでは
ソシオ・システムとテクニカル・システムとの相互作用を無視してしまうこと
になる。この技術も，また変数としてとり扱われなければならないと考えられ
る6)。
2 自律性の時代的要請
識場の民主化を促し，個人の尊厳性を保持し，しかも個人の潜在能力の活用
3) L. E. Davis, ibid., pp. 157-158. 
4) L. E. Davis, "The Design of Jobs," in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., 
Design of Jobs, p. 301. 
5) L. E. Davis, "Job Satisfaction Research: The Post-Industrial View," in L. 
E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, p. 158. 
6) L. E. Davis, ibid., pp. 158-159. 
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をはかりながら，組織の有効性と効率性をはかろうとする組織民主主義の基調
を実現する客観的条件が，いまやそなわりつつある。ここでは，社会・心理的
側面と技術的側面に焦点をあてて，その変化の様相を眺めながら，ソシオ＝テ
クニカル・システムの現在的意義を確かめていこう。
a 脱工業化時代ー激動の場一
Louis E. Davisは，現在を工業社会から脱工業化時代(post-industrialera)へ
の移行期であるとみなす。脱工業化社会の一般的特徴を， FredEmery と
E. L. Tristは，「激動の場 (turbulentfield)」という言葉でもって示そうとす
る。激動は，規模の拡大や複雑性の増大にとどまるばかりでなく，環境内の各
部分の相互依存性が高まり，加速化しながらも不均ーな変化をひき起こし，そ
の結果として部分間に予期しない関係を生みだすことによっても生じる。この
激動の場におかれる組織にとって，増大していく不確実性にたいしてこれまで
の管理方式をもってしては対応しきれなくなってきている”。 個人や組織にた
いしてこの状況に応えうるだけの能力が求められることになる。
b 産業構造の変化と職務の自律性 ・
産業構造の面からみれば，産業の成長は，生産部門からサービス部門に急速
にその比重を移しつつある。サービス産業では無性対象物をとり扱うのではな
く，それを受けとる人たちとの直接的接触がはかられる。そこでは顧客と接触
するサービス提供者にある程度のイニシアティプと判断が求められる。生産部
門では建築業に，製造業ではコンビューターや電気部門に伸びがみられる。こ
のような成長を遂げている部門のサービスや製品の生産には，これまでのよう
な細分化された職務，）レーティン化された作業手続き，官僚的な組織ではもは'
や対応できなくなっている8)。
7) L. E. Davis, "The Co;ming Crisis for Production Management : Technology 
and Organization," in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, p. 422. 
8) Gerald I. Susman, Autonomy at Work-A Sociot● chnical Analysis of Participatioe 
Managヽment,1976, pp, 7-9. 
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工場のなかでは，オートメーション化がすすめられ，それは，労働者を直接
的生産職務から検査員や保安要員のような間接的職務に移していった。とりわ
けコンビューター利用の自動生産システムの導入は，技術と社会的組織との間
に大きな影響を及ぽした。 Davisは，そこでは通常のルーティン化された仕事
は機械にゆだねられるので， 自動化されたシステム内の人間は， 「決定論的条
件ではなく， ＜推計論的な (stochastic)>条件に反応するよう求められた相互
依存的な構成要素となる」という 9)。生産システムにおける推計論的なできご
とは，時間と内容において予測不能性 (unpredictability)をもっている。いっ，
どんなことが起こるかもしれない。この事態にいちはやく対処するために，仕
事担当者に広範な能力と自律性が求められる10¥
「このことは，組織がこれまでよりもはるかに個人に依存する異なった世界
をつくりあげる」ということを意味する。「自動化された産業では， 個人にゆ
だねられるところが多くなるような特徴を職務に組み込むことが求められる。
その主な特徴は，計画化，自己統制(self-control), 自己規制(self-regulation),
すなわち自律性(autonomy)のそれである」といわれる。技術的要請からでてく
るこのような識務上の特徴は，人びとのおかれた社会環境面からでてくる，意
義のある生活をしたいという諸要求，すなわち参加と統制，個人的自由とイニ
シアティプとしてあらわれつつあるものとまさしく合致しているとみなされ
る11)。
c 自己実現と仕事の自律性
技術的局面から求められる自律性を考察したいま，社会的局面からのそれに
考察を移していこう。 20世紀の前半には，労働者は，経済的な困難と識務の不
安定性に直面していた。賃金は低<'会社側の権力は強く，いつ解雇をいいわ
9) L. E. Davis, "The Coming Crisis for Production Management : Technology 
and Organization," in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, p. 419. 
10) L. E. Davis, ibid., p. 420. 
11) L. E. Davis, ibid., pp. 420-421. 
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たされるかもしれない状況におかれていた。しかし，その後の労働組合運動の
高まりやワグナー法に代表される連邦政府の法律によって，使用者に集中した
過度の権力が減殺され，職務上の安定性や経済的保障が増加していった12)。い
までは， 労働者は， 心ない職務や野卑な監督にたいして容易に対応して，欠
勤，転職，ストライキ，あるいは苦情の表明にはしることができる。しかし，
このような方法は，必ずしも好ましいものではない13)。AbrahamH. Maslow 
の欲求階層説にみられる自己実現の欲求が最も高い位置にすえられるのは，こ
のような状況のもとにおいてである。
労働時間の短縮によって職務を逃避し， レジャー活動に向かうことができる
としても，これとて挑戦的な仕事にかわるものではない。仕事によってそのに
ない手は家族を扶養する経済的義務が果たされることになるのみならず，社会
性もまた付与される。職場は仲間との出会いの場であり，仕事によって仲間と
の連帯感がかもしだされる。その内容によっては社会的評価が異なり，社会的
身分が規定されることにもなる。 GeraldI. Susmanは，自己実現の欲求は仕
事においてこそ満たされるという。「仕事は， 高い水準の欲求を満足させる最
善の潜在可能性をなお提供している」と，また「大組織内の仕事は，大多数の
ものが高い水準の欲求を満足させるために用いうる唯一の手段である」と。仕
事の性質を変えることによって，現在の状況の生みだした基本的問題の解決を
はかろうとするのである14)。
ましてや，労働者の教育水準の著しい向上は，かれらを低レベルの経済的欲
求よりも自己実現の高い欲求レベルに向かわせる。いまでは，多くの人びとが
高等教育をうけるようになった。しかも，その教育内容は，民主的かつ公正に
ひとと接する方法に加えて，イニシアティプと達成を強調するようになってい
る。この教育をうけた労働者は，職場でのルーティン化と服従には堪えられな
12) G. I. Susman, Autonomy at Work, pp. 12-14. 
13) G. I. Susman, ibid., p. 15. 
14) G. I. Susman, ibid., pp. 16-17. 
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くなっている 15)0 
ソシオ＝テクニカル・システム論の沿革
1 ゲシュタルト
a ゲシュタルト心理学の発端
古典的心理学は，全体としての知覚を要素的感覚に分析し，これを連合の概
念によって結びつけようとした。このような要素主義的・連合主義的な視点を
もつ心理学を代表するのが， WelhelmWundtの実験心理学である。 これに
挑戦するのが， ゲシュタルト心理学者たちである。 MaxWertheimer, Wal-
fgang Kohler, Kurt Kaffkaの3人が協力して， ゲシュタルト心理学を誕
生させたといわれる。 Wertheimerは，運動知覚を感覚に分解しえない全体的
性質としてとり扱った。この全体的性質にゲシュタルトの意味がみいだされる
のである16)。ゲュタルトとは， 「その部分の総和とは異なるもの， あるいはそ
れ以上のものである。」17)全体的ゲシュタルトはそれ自体の特質をもち，その構
成要素は全体との関連において一定の意義を付与される。心理的事象は，ゲシ
ュタルトであるとみなされる。ゲシュクルト学説は，この第 1次的所与と考え
られるゲシュタルトまたは構造から出発する18)。
b 心理物理同型説
このゲシュタルトの概念は，知覚のみならず心理過程全般に，さらには人の
行動や運動にまでも適用されていく。 Koklerは，物理学における場の理念と
Wertheimerのゲシュタルト概念とを関係づけようとした。 物理系における
一部の状態は，その条件だけによってきまるのではなく，系全体の状況によっ
15) G. I. Susman, ibid., pp. 19-20. 
T.6) 宇津木保・大山正• 岡本夏木・金城辰夫・高橋澪子「心理学のあゆみ』， 有斐閣，
1977, 40~41ペー ジ。
-17) Paul Guillaume, La Psychologie de la Forme, 1937, 邦訳八木嬰訳「ゲシクル
ト心理学』，岩波書店， 1952,16ペー ジ。
18) P. Guillaume, ゐid.,邦訳前掲書， 22~23ペー ジ。
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て決定される。大脳生理過程も物理的現象であるとみなして， そこにゲシュ
タルト性を求めようとする。生理過程にゲシュタルト性があるからこそ， こ
れによって支えられる心理的事象にもゲシュクルト性が存在するとみなされ
る。これが，心理物理同型説(psychophysicalisomorphism)といわれるものであ
る19)。
2 カ動的全体としての集団
a 場の理論
同じゲシュクルト心理学の範疇に入るものに KurtLewinがいる。 Lewin
は，心理学を物理学や生理学からきり離し，それ独自の理論体系をつくりあ
げ，ゲシュクルトの概念を人間や集団の行動にまで広げていこうとした。かれ
の理論にとって， 最も基本的な概念は，「場 (field)」である。それは，生活体
と環境とが相互関連している生活空間である。それは，生活体の「行動を規定
する条件の総体であり，個体的条件と環境条件とをともに含んでいる。」20)これ
は， B<行動>=/(P<人>.E<環境＞）の関数式でもって示される。生活空
間における人と環境との相互依存性のこの主張は，これまでのゲシュタルト心
理学と軌を一にする。
Lewinは，このような社会的場をその下位部分の構造的特性とは異なった
力動的全体 (dynamicwhole)の構造的特性をもつものとみなす。この視点から
集団もまた，力動的全体としてとらえられる。集団は， 構成員の変化が集団
に，集団が構成員に作用しあうという力動的過程にある。集団は，その構成員
の類似性によってではなく，成員相互間の密接な依存関係によって成りたって
いるのである。
19)宇津木保ほか 前掲書， 56~57ページ。
20) Kurt Lewin edited by Dorwin Cartwright, Field Theory in Social Sとience,
1951, 邦訳 猪股佐登留訳「社会科学における場の理論』，誠信書店.1956, iページ。
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b 集団の準定常的平衡状態
Lewinは， このように社会的場を集団生活の分析のための基本的用具とし
て構想している。この場には，場の部分であるさまざまな実体の相対的位置が
ある。「この相対的位置が集団の構造とその生態学的な配置とをあらわす」 と
みなす。 この場で起こることがらは，場全体を通じる諸力の分布状態に依存
する。場におけるこの諸力の作用が， 集団の安定性を規定することになると
いう21)。恒常性と， これに向かうもしくはそれから離れる方向に働く力の強
度が問題になる。恒常性がみられる状態を準定常的平衡状態 (quasi-stationary
equilibrium)という。この状態では， これから離れようとする合力と逆に作用
する合力とが均衡している。 このあい反する力が均衡をくずしたときには，
集団は，新しい準定常的平衡状態を求めて動きだす22)0 
Susmanは，ゲシュクルト心理学派のこれらの研究遺産があってこそ，作業
組織形態の再設計の問題にとり組むことができるという。課業の全体性，有意
性，関連性，自律性，裁量，学習，ならびに参加の重要性は，すべてその初期
の業績のなかにぼんやりとではあるが輪かくをあらわしている23)0 
3 基本集団と作業集団
集団の研究に顕著な業績を残したものに，精神分析医である W.R.Bionが
いる。かれは，自己の考えをその働いていた Tavistock研究所でLewin学
派の伝統的な考え方と融合させ，集団行動の研究を発展させた。かれは，
Melanie Kleinの研究に依拠しながらも神経症患者にたいして独自の集団療法
でもって対処しようとした。集団は，治療にとってなくてはならない媒体とみ
なされるのである。
Bionは，どんな集団でも同時に二つのレベルで行動しているという。 一つ
21) K. Lewin edited by D. Cartwright, 伽d.,邦訳前掲書， 200ペー ジ。
22)拙著「アメリカ経営参加論史」，ミネルヴァ書房， 1976,317~318ペー ジ。
23) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. xi. 
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には，集団は，「明確にきめられた(sophisticated)」課業を遂行するために行動
する。これと同時に集団は，次のような三つに区分された想定の一つをなすか
のようにふるまう。それらは， 寄りあうことによって集団の保全をはかろう
とする「ペアリング (pairing)」の行動，集団の構成員が物質的， 精神的に頼
りがいのあるリーダーから安全を得ようとする「依存 (dependence)」の行動，
そしてだれかにあるいはなにかに戦いを挑んだり，そこから逃げだすことによ
って自己の保全をはかろうとする「攻撃一逃避 (fight-flight)」の行動である。
Bionは， これら無意識の想定の一つにしたがって行動する集団を「基本集団
(basic group)」と呼び， 前者のきめられた課業を遂行する「作業集団 (work
group)」と区別する24)0 
作業集団の課業の遂行に際して，基本集団について想定された感情がついて
まわる。 Bionは， 集団目的の達成を妨げる無意識的な要因を明らかにし，集
団の創造性に意を注いだ。 Lewinは， 参加の結果として生じる行動と民主的
行動様式が優れた業績をあげるということを示した。 Tristは， Bion にし
ろ， Lewinにしろともに小集団のもつ自己規制の能力を評価したという。「両
者はともに，自己規制にたいする小集団の能力を強調した。それは，サイバネ
ティックが発展するにつれてますます注目をあびてきているシステム理論の一
側面である」と25)0 
4 オープン・システムと自律性
Ludwig von Bertalanffyは， 一般システム論の方向を示す先駆的業績の
一つとして， Kohl~r の物理的ゲシュクルトの研究を指摘する。 Kohler は，
無機的なシステムの一般的な性質を調ぺることを意図して，システム論の仮説
24) G. I. Susman, ibid., p. 198. 
W. R. Bion, Experiences in Groups and other papm, 1968 参照。
25) E. L. Trist "The Sociotechnical Perspective", in A. H. Vande and W. F . 
.Toyce ed., Perspectives on Organization Design and Behavior, p. 27. 
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を提示した。 Bertalanffyは， この仮説にある程度までオープン・システム
論との一致点のあることをみいだす。これにたいして，かれは生物学での有機
体論を唱えた。それは生物をシステムとして把握し，生物科学の主目標をその
いろいろなレベルにおけるオーガニゼーションの諸原理の発見におくものであ
った26)0 
システムとは， 「相互に作用する要素の複合体」として規定される。 ここで
いう相互作用とは， その構成要素Pが関係Rとのかかわりあいにおいて存在
すること， したがって一構成要素Pのふるまいはある関係RとR'の間では異
なってあらわれてくるということを意味する27)。そこで，部分のふるまいを理
解するには，いろいろな下位システムと上位システムとの関係を考慮に入れな
ければならない28)。 さらに，システムとは， 「互いに関係をもちあい，また環
境と関係をもって存在する一組の要素ということになろう」という 29)。システ
ムは，環境とのふれあい，つまりオープン化されたものとしてとらえられてい
る。
伝統的物理学は，もっぱら環境から孤立したクローズト・システムをとり扱
う。物理化学は，閉鎖容器での反応，速度，そして最後に成立する化学平衡を
問題にする。これにたいして，生きた生物体は，オープン・システムであると
みなされる。「生物体は成分の流入と流出， 生成と分解のなかで自己を維持し
ており，生きているかぎりけっして化学的，熱力学的平衡の状態にはなく，そ
れと違ういわゆる定常状態にある」という 30)。このオープン・システムは，動
的な相互作用によって自から定常状態を維持しうる調整機能をもっているとい
26) Ludwig von Bertalanffy, General System Theory Foundations, Development, Applic― 
ations, 1968, 邦訳 長野敬・太田邦昌訳「一般システム理論 その基礎•発展・応用』，み
すず書房 1973, 8~9ページ。
27) L. von Bertalanffy, ibid., 邦訳前掲書， 51ページ。
28) L. von Bertalanffy, ibid., 邦訳前掲書， 63ページ。
29) L. von Bertalanffy, ibid., 邦訳前掲書， 83ページ。
30) L. von Bertalanffy, ibid., 邦訳前掲書， 36ページ。
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うのである。つまり， それ自体に自己の復元機能を保持しているとみなされ
る。生物体は統一的な単位としてのシステムであり， これが調整の基礎であ
り，環境の変化する要求と相互作用しあうことの基礎であるとみなされる。
「システムが単位的な全体であるかぎりは，ちょっとした攪乱があってもシス
テム内の相互作用によって再び新たな定常状態に達するであろう。 システム
は，自己調節的なのだ」と31)。C.Buhlerも，現在の生物理論にみられる生物
体の内在エネルギーにもとづくその活動の「自発性」を指摘する。 Bertalanffy
は，生物体におけるこの自律的作用を強調しているとみなす32)。Norbert
Wienerにみられるようなフィードバックによる自動制御は，第2次的調整の
役割をになわせられる。
しかも，その定常状態は，等結果性をもつとみなされる。それは，異なった
初期状態からでも，異なった仕方によってでも，共通の最終状態，同じ目標に
向かう傾向があるということを意味する。そこで，定常状態は，初期条件から
独立した値をもつことになる33)。その向かう傾向には，目的性がある。生物体
は外界の刺激にたいして反応するという S-Rの図式によって説明しきれるも
のではない。 S-R図式は，自発的な活動，例えば人間のもつ創造的活動を無
視してしまっている34)。さらに，このシステムは，それを構成する個々のもの
たちが下位システムになるというように階層秩序 (hierarchicalorder)をなして
いる。そして，そのそれぞれが，またシステムとしての特徴を有している35)。
5 ソシオーテクニカル・システム研究の生成と展開
とはいえ，これらの研究がひたすら意を注いだのは，ソシオ・システムの側
面であった。その後，重要な要因として，技術にたいしても配慮を及ぽしてい
31) L. von Bertalanffy, ibid., 邦訳前掲書， 64~65ページ。
32) L. von Bertalanffy, ibtd., 邦訳前掲書， 105ページ。
33) L. von Bertalanffy, ibtd., 邦訳前掲書， 129ページ。
34) L. von Bertalanffy, ibid., 邦訳前掲書， 186~187ページ。
35) L. von Bertalanffy, ibid., 邦訳前掲書， 68~69ページ。
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った。しかし，この技術は機械的生産原理にもとづくものであり，その方法は
組織の社会的側面を規定することになった。FredEmeryは，有機的原理にも
とづく人間や集団がこの機械的生産原理に組み込まれることによって生じる問
題を指摘する。そして，組織の設計原理としてこの相違を部分の冗長性(redu-
ndancy of parts)と機能の冗長性 (redundancyof functions)との間に求めた36)。
これを自覚に高めたのが，国有化された英国石炭産業における研究であった。
そこでは， 一人， ー作業単位 (oneman/one task units)にかわるに複合作業
(composite working)でもってすることを提案した。それは，作業集団に自律性
をもたせ，生産サイクルの仕事全部の計画と施行をかれらにゆだねようとする
ものであった。この研究とならんで， A. K. Riceのインドにおける繊維産業
の研究もきわだっている。そこでは文化を越えて，自律的作業集団が評価され
ている37)_0
これまでの研究は，科学的管理法にみられるように社会的側面に配慮せず，
事実に偏るか，人間関係学派のようにもっぱら社会的側面に意を注ぐものであ
った。これにたいして，英国石炭産業やインド繊維産業の研究は，ソシオ・シ
ステムとテクニカル・システムを別個にとりあげるのではなく，両システムを
一体としてとりあげ，両者の間の「適合の利点(goodnessof fit)」，つまり「最
適結合 (bestmatch)」をねらうものであった。この両システムはそれぞれ独立
の基盤をもった上での一致という意味で，後に Emeryによって「同時最適化
(joint optimization)」と呼ばれることになった38)0 
アメリカでは，もともと社会的側面を配慮して職務設計 (jobdesign)の研究
がすすめられてきた。職務ローテーションや職務拡大がそれであり， そして
1960年には職務充実が FritzHerzbergによって提唱された。それは，個々の
36) G. I. Susman, Autonomy at Work, pp. viii-ix. 
37)拙稿「自律的作業集団による管理体制＿インドとイギリスの比較研究ー」， 関西大学「経済論
集』，第36巻，第2・3・4号（昭和61年11月）参照。
38) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. ix. 
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職務に計画，調整，ならびに統制の活動を付与することによって職務の内容と
構造を改善するためのアプローチとして展開された39)。Tristは，この「職務
充実のアプローチは作業集団よりもむしろ個人に基礎をおいた」という40)。そ
の後の職務再設計の研究は， Davisなどによってソシオ＝テクニカル・システ
ムの考え方と交流させられ，この両者は離れがたいものとなっていった。
Tavistock研究所で生まれたソシオ＝テグニカル・システムの考え方は，そ
の後北欧に広がりをみせていくことになる。 1960年代初期のノルウェー産業民
主化計画 (NorwegianIndustrial Democracy)は，その代表的なものであった。
それは，労働者の意思決定権能 (decision-makingpowers)を，従業員の代表を
取締役会に送りこむ従業員役員代表制 (thescheme of employee representation 
on the board of company)から，その仕事レベルにまで拡大させた41)。職場で
の日常的な仕事のなかにこそ，自律性が保持されねばならないと提言する。職
場の民主化 (democracyat work)といわれるものである42)0 
組織をとりまく環境は，複雑化・相互依存化・不確実化の様相をますます強
めている。これは，環境の激動 (envirorunentalturbulent)と呼ばれる。ソシオ
ーテクニカル・アプローチは，全体としての組織，さらにはマクロ社会の分析
にも目を向けていく。このような環境のもとでは，もはや官僚的組織でもって
は対応しきれるものではない。部分の冗長性にかわって，機能の冗長性の設計
原理による組織の再編成が求められる。こうしてこそ，新しい事態に直面して
柔軟に対応することのできる組織の編成が可能になるという。組織の基本単位
に自己規制 (self-regulation)を付与することを求めるのは， このためでもあ
る43)。
39) L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, p. 17. 
40)・G. I. Susman, Autonomy at Work, p. x. 
41) G. I. Susman, 伽d.,p. x. 
42)拙稿「組織民主主義と労働者役員代表制」，関西大学「社会学紀要』，第18巻，第1号
（昭和61年11月）参照。
43) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. xi. 
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三 ソシオ＝テクニカル・システムの特徴
1 脱工業化とソシオ＝テクニカル・システム
経営のおかれている躁境は，激動の場にある。しかも，産業構造の変化によ
って生まれてくる技術は，職場でその担当者に自律性を求めていく。他方，社
会・心理学的研究も，組織構成員の動機づけにとって自律性がいかに重要であ
るかを説く。だからこそ，技術的側面と社会的側面との間の適合の可能性を期
待することができるのである。これに応えようとするのが，ソシオ＝テクニカ
ル・アプローチである。 Davisは， ソシオーテクニカル・システムの理論は，
「脱工業化の挑戦に応える現行の最善のアプローチの一つを提供する」もので
あって， 「ますます激動していく環境のなかで， 組織や職務の戦略を展開して
いく上で，最大の障害となるところのものを克服する分析と設計の基礎を提供
するものである」という 44)0 
a 最適結合
ソシオ＝テクニカル・システムの理論には，次の二つの考え方がその基底に
あるといわれる45)。一つには，組織にはソシオ＝テクニカル・システムという
同時共合システム (jointsystem)があるということである。いま一つの考え方
は，すべてのソシオ＝テクニカル・システムは，オープン＝システムであると
いうことである。まず，前者，組織におけるソシオ・テクニカルの特徴からみ
ていこう。もともとソシオーテクニカルという概念は，英国の石炭産業におけ｀
るフィ．ールド・プロジェクトと関連して生まれてきた。それは，ソシオ・シス
テムとテクニカル・システムの要件の間の最適結合(bestmatch)を目ざすもの
であった。このための職務と組織づくりが求められる。その原理とするところ
44) L. E. Davis, "The Coming Crisis for Production Management: Technology 
and Organization," in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, pp. 
424-425. 
45) L. E. Davis, ibid., pp. 423-424. 
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は，次のようなものであった46)0 
1 仕事のシステム (worksystem)は，個々バラバラの職務から成りたっている
のではなく，全体を基本単位とする一組の活動から成りたっていた。
2 したがって，作業集団 (workgroup)が，個々の職務担当者ょりも主きをお
かれた。
3 集団によるシステムの内的規制のほうが，監督による外的規制よりもよいとみ
なされた。
4 組織原理を特徴づけたのは，部分の冗長性よりもむしろ機能の冗長性にもとづ
く設計原理であった。それは個人に多面的な熟練をもたらせ，集団の対応できるレパ
ートリーを増加させていくことになった。
5 この原理は，仕事の役割のきめられた部分よりもむしろその裁量の部分に価値
をみいだした。
6 それは，個人を機械の延長としてよりもむしろ機械の補完とみなした。
7 官僚機構によって変数を減じさせるというよりも，むしろ個人と組織の双方に
とって変数を増加させるものであった。
b 最適結合と等結果性
最適結合を得るために，システムの設計が意図される。しかし，ただ一つの
設計だけがその効果を発揮しうるものではない。最適結合のために，複数の設
計がありうる。すでに等結果性については，ふれた。この等結果性は，ただ一
つの設計だけが人的資源と技術的資源の最適結合を可能にするという考え方を
否定する。同じレベルの業績を生みだすために，かわるべき方法が幾つかある
ということを意味する。複数の設計が，満たされるべき要求にたいして最適結
合に導きうるのである47)0 
C 同時最適性
ところで，後に Emeryは，この・「最適結合」を，ノルウェ産業民主化計画
を契機にソーシャル・システムとテクニカル・システムの「同時最適性 (joint
46) E. L. Trist. "The Sociotechnical Perspective," in A. H. Vande and W. F. 
Joyce ed., PersjJectives on Organization Design and Behavior, pp. 23-24. 
47) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. 166. 
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optimization)」なる言葉でもってあらわそうとした。 テクニカル・システムは
自然科学の法則にしたがい，ソーシャル・システムは人間科学の法則にしたが
ぃ，しかも両者はともに目的的システム(purposefulsystem)である。この意味
で，両者は，それぞれ独立したシステムである。しかし，同時にそれらは，一
方が他方を必要とするという点で相互関係(corr~lative) を有している。「その関
係は，同時に最適化されうるにすぎない異種の結合 (acoupling of dissimilars) 
を意味する」ということになる48)。
d ォープン・システムと環境
いま一つの考え方は，すべてのソシオーテクニカル・システムはオープン・
システムであり，環境によって規定されるということである。システムと環境
との間には絶えざるふれあいがあり，両者の間は，高度に浸透的である。そこ
で，「効果的な職務や組織を発展させていくためには， これに影響する環境の
力を理解しなければならない」ことになる49)。個人は集団に，集団は組織に，
組織は社会にとりまかれ，それぞれはその外部環境と絶えざる接触がある。境
界を通過してインプットを受け入れ，それを転換し，アウ．トプットとして境界
を越えて流出していく。このオープン・システムは，環境との相互作用を通し
て自らを律する自己規制の能力をその内に秘めている。だからこそ，自らのカ
で定常状態を維持することができるのである。
2 ソシオーテクニカル・システム・アプローチによる分析レペルと仕事・ 組
織の設計原理
a ソシオ＝テクニカル・システム論の分析レペル
このソシオーテクニカル・システム・アプローチの有用性は，「社会，組織，
48) E. L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in A. H. Vande and W. F. 
Joyce ed., 珈 spectiveson Organization Design and Behavior, p. 37. 
49) L. E. Davis, "The Coming Crisis for Production Management: Technology 
and Organization," in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, pp. 
423-424. 
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ならびにその構成員の間の相互作用についての包括的な見方のなかにある」と
いわれる50)。そこで， ソシオ＝テクニカル・システム・アプローチは， 三つ
のレベルでの分析に適用される。すなわち第 1次作業システム (primarywork 
systems), 全組織システム (wholeorganization systems), ならびにマクロ社会
的システム (rnacrosocialsystems)である。第 1次作業システムのレベルでは，
仕事設計の原理や仕事分析の方法が問題となる。自律的作業集団は自己規制的
な第1次システムの構造的基礎となり，またその作業システムは組織設計のた
めの新たな構築プロックとなる。全体としての組織は，激動する環境とふれあ
いながら存立する。複雑性，相互依存性，ならびに不確実性をますます強めて
いく環境は，伝統的なテクノクラシーの官僚組織を機能させなくしてしまっ
た。マクロ社会的システムは，地域社会や産業部門におけるシステム，ならび
に社会の一切のレベルで活動する制度を含む51)0 
b 仕事設計の原理
同時最適性の理念が実現されるために，仕事再設計の原理が提示される。
Emeryは， Bionの集団についての晩年の業績と Lewinの人間一課業につ
いての実験をひきあいにだして， 仕事に内在する六つの特徴をかかげた。表
1-1は，それを外在的特徴と対比して示してある。しかし，この要件は，仕
事再設計の原理として役だてるには余りにも一般的でありすぎる。このために
職務の目的にあわせて作り直されたのが，表 1-2である52)0 
とはいえ，これまでの組織をそのままにして個人の職務仕様を変えたとして
も，問題の基本的な解決にはならない。例えば，職務拡大，職務ローテーショ
ンによって， 「心理的職務要件(psychologicaljob-requirement)」， すなわち，
a)職務内容に変化をもたせる， b)職務について適度な学習をさせる， c) 
50) L. E. Davis, "Job Satisfaction Research: The Post-Industrial View," in L. 
E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, p. 166. 
51) E. L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in A. H. Vande and W. F. 
Joyce ed., Perspective on Organization Design and Be加vior,p. 20, p. 24. 
52) E. L. Trist, ibid., pp. 41-42. 
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表1-1 職務の特性
外 在 的 内 在 的
公正かつ適切な給与 多様性と挑戦
職務保障 継続的学習
給 付 裁量，自律性
安＇ 全 承認と支持
健 康 有意義な社会的貢献
正当な手続 望ましい将来
雇用条件 職務それ自体
社会経済的 心理社会的
表1-2 仕事設計の原理
個人レベル
職務における課業の最適な多様性
それぞれの職務が単一のまとまりのある
課業になるような有意義な課業形態
作業サイクルの最適な長さ
生産の量・質の標準を設定する余地と結
果の知識についての適切なフィードバッ
ク
補助的・準備的課業の職務への包摂
社会の尊敬を喜る程度の注意，熟練，知
識，ないしは力の包摂
消費の役にたっ麿品をつくっているとい
う貢献の知覚の摂
集団レベル
次のような場合に結合される
（技術的ないしは心理的理由のために）
職務の必要な相互依存がある
個々の職務が，比較的高い程度のストレ
スをともなう
個々の職務が最終製品の生産に貢献して
いるという知覚がない
結びつきによって，まとまった課業の外
観がつくりだされる
翌認数・ かつ結果の知識を受けと
境界課業にたいするコントロールが行使
されることができる
コミュニケーション・チャンネルは，初期
の段階で労働者の最小の要求が新しい職
務の設計に反映されるようなものである
労働者によって支持される，監督階層へ
の昇進のチャンネルが存在する
Eric L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in Andrew H. Vande and 
William F. Joyce ed., Perspectives on Organization Design and Behavior, 1981, 
pp. 42-43. 
意思決定の領域をもたせる， d)職務を社会生活に関係づける， e)職務につ
いて社会的支持を得させる， f)職務を将来への展望につながせるという要件
を満たすとはとうてい考えられない。仕事の再設計は，労働者集団やそれをと
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りまく一層大きな組織の再設計を余儀なくさせる53)0 
c 集団責任の原則
これまでは，個人の課業を細かく限定し，詳細に規定した一人，ー職務方式
であった。これにかえて，まとまりのある仕事を小集団にゆだね，責任をもっ
てことにあたらせようとする。集団であるが故に，個人ではなしえない多様な
識種を担当することが可能となる。こうしてこそ困難な事態に直面して仲間と
協力しあえるし，また不測の事態に対応することもできるというのである。
そこで，作業組織の編成原理として， 単独責任制にかえて， 「集団責任の原
則(principleof group responsibility)」でもってすることになる。これは，集団
を作業単位として編成し，この集団に仕事上生じる変動に対処させ，生産過程
を正常な状態に保つよう統制させる責任をもたせることを意味する54)。この集
団責任の原則を実践に移すには，次のような条件が求められる。 i)作業集団
における責任の内容の明確化， i)集団に責任をもたせることになるが故に，
これまでの上司である職長の役割の再検討， ii)一つ以上の職能を処理しうる
のみならず，変化に即応しうる多面的な能力の必要性，このための多能エ訓練，
iv)作業成果についての情報を集団に知らせることのできるフィードバック・
システム， v)集団を単位に作業成果が測定されるので，個別刺激払制にかわ
る集団刺激払制が，それである。集団に責任をもたせるためのこのような条件
は，識場における階層構造を変えていくことになる。
d 組織設計の原理
自律的作業集団に対応する仕事のシステムも，全体としての組織のあり方に
よって規定されることになる。これまでの一人，ー職務方式のもとでは，個人
間，課業間の相互依存のために，この間の適切な調整が必要とされる。このた
53) F. Emery and E. Thorsrud, Democracy at Work, p. 14. 
Per H. Englstad, "Socio-Technical Approach to Problems of Process Con-
trol," in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, p. 353. 
54) F. Emery and E. Thorsrud, Democracy at Work. p. 104. 
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めに管理者がおかれ，組織階層は，上へ，上へと積みあげられ，いきおい高い
ピラミッド型組織が形成される。管理者は統制 (contnol)と調整(co-ordination)
の機能を与えられ， これによって従業員を管理する。ヒ゜ラミッドの底辺に働く
多数のものたちは，人間的成長を阻害される。かれらは，怠惰，消極，変化に
たいする抵抗，責任の欠如を生みだし，煽動にのりやすく，不当な経済的要求
をかかげがちとなる55)。このように一人，ー職務の基本単位の上に築かれてき
た官僚的組織は，今日の激動する時代にもはや対応できなくなっている。
現在の激動する現境にあっては，競争的な組織単位の行動が不確かさをつく
りだすだけでなく，背景そのものが予測できないほどに変化しはじめている56)0 
そこでは高度な相互依存性と複雑性，さらには高度な不確実性がみられる。こ
の環境に，もはやテクノクラシーの官僚機構でもって対応するには限界がある。
新しい組織の設計原理でもって臨まなければならない。それは，一つには部分
の冗長性にかわって機能の冗長性をあてようとするものである。これまでの職
務はできるかぎり簡単な課業に細分化し，未熟練労働者でも担当でき， したが
っていつでも交代できるように設計されている。これにたいして，冗長性を機
能的，有機的にとらえる設計原理のもとでは，組織の構成システムー個人や集
団ーに多面的に応用のきくレパートリーをもたせ，それ故に弾力的な対応を可
能にさせる。工場における管理者のレベル，機能，人数は，当然少なくならざ
るをえない。情報は，経営だけでなしに，そのになう課業の問題を解決するた
めにみんなに共有される。給与は，なしたところのものではなしに，その有す
る知識にたいして支払われる。人間は，もともと内的にコントロールしうる自
己規制(self-regulation)の能力を有している。「機能の冗長性にもとづく組織だ
けが，急速な変化率，増大する複雑性，ならびに環境の不確実性にたいして適
応することのできる弾力性と革新的可能性をもっ」57)と。
55) F. Emery and E. Thorsrud, ibid., p. 158. 
56) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. 114. 
57) E. L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in A. H. Vande and W. F. 
Joyce ed., Perspectives on Organization Design and Behavior, pp. 49-50. 
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いま一つの設計原理は，「必要最小限の規定(minimumcritical specification)」
である。絶対必要なものだけが前もって決定され，なるべく後の段階に決定を
ゆだねるようにする。こうすることによって，すべてのレベルで関係ある人た
ちのかかわりあいが許されるようになる。計画者とその実行者との間の隔たり
が縮められる58)0 
古い組織のパラダイムの特徴と新しい組織のそれとを対比したのが，表2で
ある。伝統的な組織にあっては，労働者は，厳格な外的コントロールによって
規制される。このために高いヒ゜ラミット型の組織図が描かれる。新しいパラダ
イムのもとでは，課業は集団を単位に設計され，そこには多面的に対応できる
かなり広範な熟練がある。これは，労働者にかなり高い程度の内的コントロー
ルをもたせることになる。そこで，フラットな組織図が描かれる。参加的管理
様式は，さまざまなレベルにあらわれる。さらに，伝統的組織が利己的である
のにたいして，新しいパラダイムは，組織の目的を社会の目的と，さらにはそ
表2 作業組織の新旧パラダイムの特徴
古いパラダイム
技術決定論
機械の延長としての人間
消耗品としてとりかえのきく部品として
の人間
最大限の課業分割．単純で狭い技能
外部からの統制（監督者，専門スタッ
フ，手順）
高い階層的組織図，独裁的スタイル
競争，ゲームズマンシップ
組織目的のみ
疎外
低いリスク負担
新しいパラダイム
同時最適性
機械を補完するものとしての人間
開発される資源としての人間
課業の最適集団化，広範で多面的な技能
内的統制（下位システムとしての自己統
制）
フラットな組織図，参加的スタイル
協働，仲間関係
メンバーや社会の目的も
関与
革新
Eric L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in Andrew H. Vande and 
William F. Joyce ed., Perspectives on Organization Design and Behavior, 1981, 
p. 53. 
58) E. L. Trist, ibid., p. 53. 
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の構成員の目的と調和させようとする。そうすることによって，組織は環境化
され (environmentalized), 人道化され (humanized)ることになるとみなされ
る59)。Davisは，「ソシオ＝テクニカル・システムの適用は， その目的におい
て仕事の人道性を高め，その結果として個人と組織の双方にたいして満足を与
えるという期待に強い支持を与える」ことになるという 60)0 
官僚的組織形態のモジュールと新しい組織形態のそれとを対比したのが図 1
-1と図 1-2である。図 1-1は，官僚的な組織形態の意味するところのも
のを示している。監督者Sは， それぞれ個人A, B, Cなどに割りあてられ
た課業X, Y, Zなどを詳細に規定することによって部下を管理する。 Fred
Emeryと MerrelynEmeryは，たとえこの個々の職務を定義し直してみて
も， 事態を本質的に変えるものにはならないという。権限構造は， 依然とし
てそのままである。職務充実のために個々の職務の内容を定義し直してみて
も，それは，伝統的経営権の範囲内においてのことである。個々の職務を充実
させるということは， AからBに課業Xを移動させるにすぎない。 これは，
<Peterから奪って， Paulに与える＞ことを意味するにすぎない。ましてや
Peterが職能別労働組合に所属しているならば，これさえ困難となる61)0 
いま一つの組織モジュールは，それとは著しく異なったものである。図 1-
2に示されるように，それは，課業活動の統制と調整の役割を監督者ではな
く，集団にになわせようとする。また，かれらが責任をとるのは，個々の課業
X, Y, Zなどではなく， 課業の相互依存， XY,XZ, YZ, XYZなどである。
このような組織設計の変更は，コミュニケーションや権力の性質に影響を及ぽ
す。そのコミュニケーションと権力は，官僚的組織のそれとは著しく異なった
59) E. L. Trist, ibid., pp. 53-55. 
60) L. E. Davis, "Job Satisfaction Research: The Post-Industrial View," in L. 
E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, p. 166. 
61) Fred Emery and Fred Merrelyn, "A participation approach to the democra-
tisation of work place," in Fred Emery and Einar Thorsrud, in Democracy 
at Work, 1976, p. 162. 
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人
課業庫能0[]ロ
図1-1
図1-2
Fred Emery and Fred Merrelyn, "A participative approach to the democra-
tisation of the work place," in Fred Emery and Einar Thorsrud, in Demo-
cracy at Work, 1976, pp. 160-161. 
様相を呈する。集団は，自からの責任において生じてくる可変性に対応するた
めにその調整の必要を迅速に，直接的に，明瞭に伝達し，さらには課業を割り
ふったり，賞罰を科する。こうすることによって，それは，実り多い成果を得
ようとするのである62)0 
62) F. Emery and F. Merrelyn, ib祉， p.163. 
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四 自律性と自己規制
1 自律性
a 自律性の規準
企業やその下部組織は，オープン・ソシオ＝テクニカル・システムとしてと
らえられる。したがって，それらは，物質・エネルギー・情報について環境と
交流するよう開かれている。すでに指摘したように，このオープン・システム
は，環境とふれあいながら相互作用によって自ら定常状態を維持しうる調整機
能をもっている。
Per H. Engelstadは，ノルウェーの産業民主化計画のもとでおこなわれた
Hunsfosパルプ・製紙工場の実験に関連して， 企業のオープン・システムと
しての特徴から，自律性を強調して次のようにいう。 i)オープン・システム
を律するものは，基本的には自己規制 (self-regulation)である。 i)個人はオ
ープン・システムの属性をもつので， 企業は， その構成員に十分な自律性を
もたせねばならない。 ii)管理者の第一義的な任務は， 単位組織の境界条件
(boundary conditions)をコントロールすることである63¥
では，なにをもって自律性というのであるか。 JonGulowsenは， まず自
律性の基準を確かめ， 次に八つの作業集団の事例研究を通して作業集団の自
律性を生みだす条件を明らかにする。自律性の基準として，以下のものがあげ
られる。これらの決定に影響力をもつ場合，自律性ありと判断される。それら
は， a)目標の設定に及ぽす影轡力，すなわちなにを生産するかという質的側
面と，生産量はいうまでもなく，賃金の支払条件や評価・賞罰の条件をも含む
量的側面の決定， b)仕事の場所や時期などの決定， c)生産方法の選択につ
いての決定， d)集団内での仕事の配分に関する決定， e)集団構成員の選抜
に関する決定， f) リーダーの必要の有無やリーダーの選出についての決定，
63) P. H. Engelstad, "Socio-Technical Approach to Problems of Process Control," 
in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, pp. 330-331. 
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g)作業実施に関する決定，である64)。
これらの諸決定に大きな影響を及ぽしうる集団ほど，自律性が高いというこ
とになる。 Gulowsenのとりあげた集団のなかでも，伐木夫のそれは，最も自
律性の高い作業集団であった。伐採地域が変わるごとに，集団は，経営側と賃
金交渉をおこなった。集団は，木材の伐採量，伐採とその運搬の方法，．作業時
間，さらには仲間の選抜についてさえも影響力をもった。このようなことか
ら，「＜自律的作業集団(autonomouswork group)>という言葉は，一定期間両
当事者に義務を課するような契約について交渉し，そのもとで交渉する作業集
団のために使われるべきものである」という。その他の作業集団は， 「相対的
に自律的 (relativelyautonomous)」であるというべきであるという 65)0 
b 自律性の範疇化
Susmanは， 「自律性(autonomy)」というのは総称的な言葉(genericterm) 
であって，その意図するところは多様であるという 66)。そこで，かれは，自律
的作業集団のおこなう決定の目的や価値を問うことによって，自律性を次のよ
うな三つに範疇化する。第1の型は，生産過程そのものから生じてくる問題に
たいする決定である。かれは，この種の決定を「自己規制(self-regulation)」と
呼ぶ。この種の決定が作業集団メンバーに許されるのは，かれらが適切な情報
をもち，迅速かつ適切な行動にうまく移していくことができるという，つまり
かれらのほうが外部者の決定よりもより良い決定をなすであろうという理由か
らである67)。
第2の型は，生産過程に固有のものではなく，技術上，組織上の特別な制約
をうけない範囲内での決定である。例えば，この範疇には，次のような決定が
含まれる。 a)生産がおこなわれる場所についての決定である。機械が特定の
64) Jon Gulowsen, "A Measure of Wok-Group Autonomy," in L. E. Davis and 
J. C. Taylor ed., Design of Jobs, pp. 375-378. 
65) J. Gulowsen, ibid., pp. 389-390. 
66) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. 12. 
67) G. I. Susman, ibid., p. 121. 
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場所に固定されている場合には，この種の決定をなすことができない。 b)生
産のおこなわれる日時についての決定である。例えば，生産とその製品の発送
1 時間との間に十分に時間的余裕のあるときには，集団は，作業速度さえも決定
することが可能となる。 c)製品の生産がおこなわれる順番についての決定で
ある。作業集団が複数の製品の生産にたいする責任を負わされているときに
は，この決定が可能となる。 d)転換活動のおこなわれる順番についての決定
である。集団メンバーがこの決定をなしうるかどうかは，製品の完成にいたる
転換活動の流れがどのようにきめられているかによる。多くの場合，技術や原
材料の性質が，生産の流れをきめることになる68)。集団メンバーにこの種の型
の意思決定をゆだねることは，かれらに「自由な空間」を与えることになる。
これは，かれらを独立的 (independent)ならしめることになる69)。
第3の決定の型は， 自治 (self-goverance)と呼ばれるところのものである。
例えば， リーダーの選出，課業の割当てなどの決定は，この範疇に属する。集
団メンバーにこの種の決定を許す根拠は，かれらがそうする権利を主張する政
治的な権力ないしは知識をもっているがためであり，そうすることが社会の政
治的価値と合致するためであり，あるいはそうすることによって集団メンバー
が良き市民や組織の発展にとって必要とされる人間関係的熟練を学びとること
のできる訓練基盤を与えられるためである。これは，能率性や有効性に根拠を
おくものではない。自己規制が経済的側面に主きをおくのにたいして，自治は
政治的側面に根拠をおいて主張される。とはいえ，この種の決定が，上記の二
つの型のそれと重なることもありうる70)0
C 不確実性にたいする上位階層と作業集団との関係
作業集団もまた，オープン・システムである。このシステムは，それをとり
まく環境と動態的な相互作用の関係にある。環境内にある諸要素はシステムと
68) G. I. Susman, ibid., pp. 122-125. 
69) G. I. Susman, ibid .p. 121. 
70) G. I. Susman, ibid., pp. 121-122, p. 125. 
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環境との境界を通り，システムそのものの諸要素と相互に影響しあう 71)。上位
階層の管理部門は，作業集団が直面する環境の不確実性や多様性を抑えるため
に一定の役割を遂行する。
上位階層部門と作業集団との間の関係は，図 2によって示される。組織の第
1次上位階層は，戦略的決定(strategicdecisions)を意図する。ここでは，どの
ような製品を生産するか，どのような市場に参入するか，どのような顧客に対
応するかが問われる。これらの決定は，下位階層における決定や活動の性質に
影響を及ぼす。とくに一般的にその及ぽす主要な影響として， i)処理される
インプットの性質と i)生産期間の長さが考えられる。前者については，戦略
的決定は次の三つの特性に影響を及ぽし，その下位システム・メンバーはこれ
によって規定されることになる。その特性は，転換活動を必要とするインプッ
トの特性の多様性， b)インプットの特性を変える方法の不確実性， c)イン
プットの特性のなにが，どこで，いつ転換活動を必要とするかについての不確
実性である72)。
第2次階層の部門決定者によって遂行される識能には， i)境界処理(boun-
dary transaction), ii)転換 (conversion), ならびに ii)規制 (regulation)があ
る。境界処理のスタッフは原材料を作業集団にもち込み，製品としてそれを持
ちだす役割をになっている。その目標とするところは，予測，平準化，緩衡，
ないしは割当てによって境界処理の不確実性を減らすことにある。転換スタッ
フは，ィンプットの特性を変える方法を研究する。規制スタッフは，一定の業
絞規準にてらして作業集団の実際の活動やアウトプットを評価する73¥
それにもかかわらず，上位階層は完全に境界条件や転換の不確実性をとり除
いたり，計画と実行との間の差を埋めきることができない。ここに，それを処
71) G. I. Susman, "The Impact of Automation on Work Group Autonomy and 
Task Specialization," in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, 
p. 358. 
72) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. 95. 
73) G. I. Susman, ibid., pp. 100-101. 
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転換
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口、
図2 上位レベル単位部門と作業集団との間の関係
Gerald I. Susman, Autonomy at Work-A Sociotec紐icalAnalysis of Participati匹
Management, 1976, p, 94. 
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理する裁量が作業集団に与えられることになる。そこで，作業集団が直面する
条件は，境界処理の不確実の高・低，転換の不確実の高・低を組みあわせるこ
とによって，四つの区分に整理することができる74)0 
2 自己規制
a 自己規制的決定の内容
Susmanによれば，短期的な集団内の自己規制の決定には，三つの基本的な
クイプがある。すなわち， i)調整 (coordination),i)割当て(allocation), な
らびにii)境界条件の保持 (boundary-maintenance)である。調整は， 転換活
動の性質，順序，クイミングを変える決定に関係する。割当ては，活動のおこ
なわれる場所に原材料，在庫品，人材を提供する決定にかかわる。境界条件の
保持は，境界を出入りするインプットとアウトプットの流れを変える決定にか
かわる75)0 
調整，割当て，境界条件保持のこれらの決定が集団メンバーの一人ないしは
複数によってなされるかどうかは，これら決定の間のかかわりあいの程度や，
それぞれの決定がその規制する活動からきり離されている程度にかかわってい
る。決定が他の決定と強いかかわりあいをもつとき，あるいは決定にもとづく
活動ときり離されないときには，決定と活動は，同じ集団メンバーによってか，
密接な関係にある集団メンバーによってなされねばならないことになる76)0 
b 自己規制的決定の配分に影響する条件
Susmanは，自律性をもった特定の作業集団の規制的決定の内容がどのよう
なものであり，またその決定が集団内にどのように配分されるかは，その作業集
団の直面する環境的条件と技術的条件の性質にかかっているという。作業集団
の直面する二つの環境的条件として，すでにふれたように境界処理の不確実性
74) G. I. Susman, 翠.,p. 102. 
75) G. I. Susman, ibid., p. 127. 
76) G. I. Susman, ibid., p. 129. 
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と転換の不確実性とがあげられる。前者について，上位階層部門が境界におけ
る不確実性を減らすことができない場合には，作業集団メンバーがその役割を
になわなければならない。ここでとりあげられる問題としては， i)原材料や'
完成品が作業集団の境界を通過する時期と i)場所，それにii)複数の製品を
手がけている場合には，それぞれの製品の生産活動にそなえる時期，注文生産
の場合には，顧客との対応がある。後者について，上位階層部門が転換の不確
実性を減らすことができないときには，作業集団メンバーの直面する問題は製
品の生産方法である。もし原材料の特性が知られていないならば，適切な転換
活動の探索が求められる77)0 
このような境界処理と転換の不確実性に加えて， Susmanは，第3の変数，
技術上必要とされる協働 (technicallyrequired cooperation)をとりあげる。技術
的協働は，一定の技術ないしは生産期間のもとで，製品が個人的能力の限界故
にただ一人の個人によって生産されることができない場合に必要とされる78)0 
C 自己規制的決定の配分
境界処理の不確実性の高・低転換の不確実性の高・低，それに技術上必要
とされる協働の有・無を組みあわせることによって， 8区分から成るマトリッ
クスがつくられる。それぞれの区分のもとで，有効性と能率性にてらして，集
団による自己規制的決定の適切な配分方法が考察される。
Susmanは，作業集団の直面する 8区分のそれぞれの条件のもとで，どのよ
うな相互依存の型が生まれ，またそれを調整するためにどのような方法が適切
であるかを考える。このために，かれは， JamesD. Thompsonによる組織内
部の相互依存の型とその依存関係の調整の方法についての見解を参考にする。
Thompsonは， テクノロジーの必要条件から発生する相互依存関係を，集団
共有的相互依存関係 (pooledinterdependence), 連続的相互依存関係(sequential
interdependence), ならびに互酬的相互依存関係(reciprocalinterdependence)に
77) G. I. Susman, ibid., pp. 130-131. 
78) G. I. Susman, ibid., p. 131. 
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範疇化する。集団共有的相互依存関係とは，支店間関係にみられるように，組
織内の各部分が全体にたいして別々の貢献をなし，また全体によって支持され
ているような状況をいう。連続的相互依存関係は， A工場の組立作業のインプ
ットとなる部品をB工場が製造しているような場合である。ここでは，相互依
存関係が直接的で，その順序も特定化することができる。互酬的相互依存関係
は，航空会社の運行部門と整備部門にみられるように各部門のアウトフ゜ットが
他の部門のインプットになるような状態をさしている。この凋係のもとでは，
それぞれの部門は他の部門によって浸食されることになる。それぞれの部門
は，他の部門にたいしてコンティンジェンシー要因を提供している。以上相互
依存の三つの型は，集団共有型，連続型，互酬型の順序で調整がしだいに困難
になる。漸次に状況の不安定性が高まっていくからである79)0 
Susmanは， さらに連続・依存的 (sequential-dependent)相互依存関係と同
時・独立的 (simultaneous-indepe~dent) 相互依存関係とを区別する。 この区別
のきめ手となるのは二つの制約要因， すなわち時間(time)と熟練 (skill)であ
る。それが時間であるとき，同時・独立的相互依存関係を生む。例えば，工場
内で一人のものがするには余りにも期間が短いので，複数の労働者が同時に二
つもしくはそれ以上の別個の行動を遂行するように求められるような場合であ
る。これにたいして，連続・依存的相互関係の活動は，流れ作業工程にみられ
るように，複数の集団メンバーに割り当てられるけれども，ある活動は，他の
活動の完成をもって始めることができる場合である。この関係は，制約要因が
熟練であるときに生じる80)0 
Thompson. は，これらの相互依存関係の状況のもとでは， 調和のとれた行
為は，調整 (coordination)によって確保されることになるとみなす。そして，
79) James D. Thompson, organization in action -social science basis of administrative 
theory-, 1967, pp. 54-55: 邦訳 高宮普監訳・鎌田信ー・新田義則・ニ宮豊志共訳
「オーガニゼーション イン アクションー管理理論の社会科学的基礎ー』，同文館， 1987,
69~70. 
80) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. 135. 
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異なった相互依存関係には， それに対応する調整手段があると考える。かれ
は， JamesG. Marchと HerbertA. Simonの業績をこの目的にてらして
見直し，標準化 (standardization)による調整，計画 (plan)による調整，相互調
節(mutualadjustment)による調整の 3形態をとりあげる81)0 
標準化による調整にはJレーティンないしはJレールの設定が含まれ，これによ
って各部門や戦位の行為を相互依存関係にある他の行為と一致させるようにす
る。標準化による調整における重要な想定は，一連のルールが内部的に一貫性
をもちうるということである。このためには，状況が比較的安定しており，反
復的であり，さらには状況とそれにふさわしいルールとが適応できるほどに状
況の数が少ないことが必要とされる。計画は，相互依存的な部門間の調整にス
ケジュール(schedules)をもってしようとするものであり，これによって各行為
が支配されることになる。この場合には，標準化による調整において必要とさ
れるほどに高い安定性と常規性が求められていない。それ故に，これは，より
動態的な状況に適切である。相互調節による調整には，行為の過程の間で新し
い情報の伝達が求められる。状況が一層変動的でかつ予測不可能なものとなれ
ばなるほど，相互調節による調整への依存度が高まることになる82)0 
そこで， Thompsonは，相互依存関係と調整について次の 2点を指摘する。
第1に，集団共有的相互関係には標準化による調整が，連続的なそれには計画
による調整が， 互酬的なそれには相互調節による調整が必要とされる。第2
に，この三つの調整の型は，標準化，計画，相互調整の順でコミュニケーショ
ンと決定の負荷がますます大きくなっていく。標準化よりも計画化のほうが，
計画化よりも相互調節のほうが一層コミュニケーションや決定を必要とすると
いうのである83)。そこで，そのおかれたこれらの状況に対応して，そのコミュ
81) James G. March and Herbert A. Simon, Organizations, 1958, pp. 159-160: 
邦訳 土屋守章訳「オーガニゼーションズ』，ダイヤモンド社，1977,242~245ページ。
82) J. D. Thompson, organization in action, p. 56: 邦訳前掲害， 71~72ページ。
83) J. D. Thompson, ibid., p. 56: 邦訳前掲書， 72ペー ジ。
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表3 作業集団の直面する条件から生じる相互作用と調整の型
区分記号 理確境実界の処不性 9皇陸ると協さ蘭れ働 相互依存の型 調整の型規閾う濯る制か的決且定 規尉は．制虹的岳沃t定にi 
区分1 低い 低い Yes 連な•続独い立し・依的は存同的時 スケジュ Yes Yes ーリング
区分2 高い 低い Yes 
連な・続独い立し・依的は存同的時
スケジュ Yes No 
ーリング
区分3 低い 高い Yes 互酬的 相互調節 No Yes 
（境界保持）
区分4 高い 高い Yes 互酬的 相互調節 No No 
区分5 低い 低い No 集団共有的 標準化 Yes Yes 
区分6 高い 低い No 集団共有的 標準化 Yes 困 難
区分7 低い 高い No 集団共有的 標準化 Yes Yes 
区分8 高い 高い No 集団共有的 標準化 Yes 困 難
Gerald I. Susman, Autonomy at Work-A sociotヽchnicalAnalysis of Participati•• 
Ma匹 g仰,ent,1976, p. 133. 
ニケーションや決定の内容と程度を異にする集団が生まれてくることになる。
Susmanの範疇化した八つの状況下にある集団のそれぞれについて，そのかか
わる相互依存の型と調整の型を示したのが，表3である。
d テクニカル・システムとソシオ・システムの最適化
上位階層部門によってなされた決定の結果として，／、作業集団が直面する可能
性のある八つの課業と境界の条件が示された。ここでは，技術的視点にたって
これらの八つの条件のそれぞれについて，作業集団メンバーの間での規制的決
定の最も有効かつ能率的な配分について考えられた。テクニカル・システムを
構成する要素間の関係が，作業集団に求められる領域を生みだす。しかし，作
業集団に求められるものは，ひとり技術的要因だけによってきまるものではな
い。ソーシャル・システムとしての作業集団それ自体もまた，集団のメンバー
シップ，集団とそれをとりまく組織の歴史，集団メンバーのもち込む価値など
によってひき起こされる情緒とかコンフリクトにもとづいてそのメンバーにた
いしてなされる要請の領域をつくりだす。さらに，作業集団のソーシャル・シ
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ステムとテクニカル・システムから生じる要請は，それをとりまくより大きな
組織の要請ともうまく適合しなければならない。より大きな組織は，その本質
において経済的である要求の領域をつくりだす。それは，第 3次のシステムを
意味する。それは， 作業集団がしたがわねばならないぎりぎりの標準を設定
し，命令を発する。テクニカル・システムとソーシャル・システムの要請とな
らんで，このシステムの要求は，課業環境の性質に大きく影響する84)。これら
三つのシステムの要求を最もよく適合させることが，全体としてのソシオ＝テ
クニカル・システムの最適性 (optimization)を生みだすことになる。
八つに区分された条件のそれぞれに最もふさわしいソーシャル・システムに
ついて考えられる。区分2, 3ならびに 4のように，集団メンバーが高度の不
確実性と相互依存関係に直面するときには，最も適切なソーシャル・システム
は，相互の助けあいを是認すると同時に，分業も職務担当者の間で弾力的に交
代しあえるようなものでなければならない。構成員の間で身分や給与上の相違
がほとんどみられない場合には，社会構造は，こういった特性を一層容易に発
展することになる。区分5, 6のもとでは，職務担当者の熟練度は比較的低
く，かれらの間の調整はほとんど必要としないし，一層厳格な分業が正当化さ
れる。このことは，職務担当者が相互依存的でなく，高度に熟練している区分
7と8の場合には，なおさらあてはまる。このような条件のもとでは，身分と
給与にかなりの相違がみられる価値構造が作業集団の業績を高めることになる
といわれる85)。
五 組織階層レベルと民主主義
作業集団は，組織全体からみてその下位構成単位である。その上位階層部門
は作業集団の活動の範囲を決定したり，作業集団の構成員が直面する不確実性
の程度に影響を及ぼしたりする。それだけに上位階層における決定の独断を避
84) G. I. Susman, Autonomy at Work, p. 165. 
85) G. I. Susman, ibid., p. 166. 
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けて，その民主化を促がさねばならない。組織の全階層における民主化を促が
すことによって，組織民主主義の実をあげることができる。なぜならば，組織
はオープン・システムであり，相互依存関係にあるからである。
Talcott Parsonsは，組織レベルを，制度レベル(institutionallevel), 管理
レベル (manageriallevel), ならびに技術レベル (technicallevel)の三層に区分
した。制度レベルでは，価値判断が求められる。評価の行為が特定の政策に移
されるとき， それは制度レベル内での価値問題にかかわる不確かさを解消さ
せ，管理者を管理レベルの領域で活動することを可能にさせる。制度レベルで
はなにがなされるべきであるかが問われるが，管理レベルは，これらの価値
を，なされることのできるところのものに変えていく責任をもたされる。この
レベルでは，意思決定に際していまなお不確かな環境に直面する。ここでの問
題には，目標設定，資源配分，目標達成のための基礎的手段の選択，寡占市場
での価格決定などが含まれる。技術レベルでは，管理レベルでなされた決定が
いかに実効のあるものにされるかが問われる。その実行は，必ずしも自動的な
ものではない。意思決定者はつねに流動的な状況に直面するし，有効な手段や
資源を用いるに際して日々修正がなされねばならない。さらには，このレベル
は，管理レベルと競合的ないしは調整的なやり方で反応する86)。
Susmanは， Parsonsのいう三つのレベルのそれぞれについて，そのおこな
う活動の視点から規範計画(normativeplanning), 戦略計画(strategicplanning). 
ならびに実施計画(operationalplanning)をあてる。規範計画は価値を選択し，
戦略計画は全体としてのシステムの目標を設定する。実施計画は，戦略計画の
下位機能としての管理機能に相当する。制度レベルは他の二つのシステムを包
摂する組織システム (organizingsystem)であり，管理レベルは制度レベルの，
技術レベルは管理レベルの用具システム (instrumentalsystem)としてそれぞれ
の計画機能を遂行する。ところで，規範的，戦略的，実施的計画は，制度的，
86) G. I. Susman, 翠.,pp. 72~74. 
67 
752 関西大學『続清論集」第41巻第4号 (1991年11月）
管理的，技術的レベルのそれぞれの構成員によって排他的に担当されるという
ものではない。あるいは三つの計画は，どんな組織レベルにでも起こりうる。
全体としての組織に影響する新しい評価は，低いレベルからはじまることもあ
りうる87)。だからこそ，下位階層が上位階層に影響を与えることができるとい
う民主的展望が開かれることになる。
Tristは，組織と計画のこれら三つのレベルを民主化の制度と対応させ，組
織民主主義を説く 88)0 
1)代表民主主義(representativedemocracy) 経営会議に労働者の代表
を送り込むこの制度は，組織の制度レベル・計画の規範レベルの機能にか
かわるとみなされる。そこでは組織の目的をより広範な社会のそれに関係
づけることに意が注がれる。
2)利益集団民主主義(interestgroup democracy) この種民主主義の代
表的な形態として，団体交渉制がある。これによって組織労働は，経営に
たいして独自的な立場をとる権力を得ることができる。それは組織の管理
レベル・戦略計画の機能にかかわるとみなされ，同一資源の分け前や合法
的な手段の合意を求めて争うような当事者間の紛争解決に関係する。
3)仕事民主主義(work-linkeddemocracy) これは職場での技術レベル
•実施計画に関係しており，そこでは高度な参加と自律性の確立がある。
このほか資本参加がおこなわれている従業員所有会社や協同事業所のような
所有民主主義(ownerdemocracy)をも含めて， Tristは，組織民主主義とい
う。「組織民主主義は， 産業民主主義よりも優れた言葉であろう」と。 これら
4形態のなかでも，仕事関連民主主義は歴史的にみて最も新しい所産であり，
87) G. I. Susman, ibid., pp. 76-78. 
88) E. L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in A. H. Vande and W. F. 
Joyce ed., Perspectives on organization Design and Behavior, p. 35. G. I. 
Susman, Autonomy at Work, p. xii. 
89) E. L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in A. H. Vande and W. F. 
Joyce ed., Perspectives on organization Design and Behavior, p. 35. 
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表4 各国における組織民主主義の形態の分布 (1980)
I団体交渉制 代表制 l所有制 i仕事関連的
Norway 4 3ふ 1ふ 2½ 
Sweden 4 3½ 1½ 2令
Holland 3 2 1 1½ 
Australia 2½ 1 1 1 
Germany 2½ 4 -1 -1 
France 2½ 1 -1 -1 
Britain 4 ゜ 1 o+ United States 2 o+ 1 1½ 
Canada 2 o+ 1½ -1 
Yugoslavia ゜ 4 4 o+ 0~4の尺度で表示：評価は著者の個人的測定である。
Eric L. Trist, "The Sociotechnical Perspective," in Andrew H. Vande and 
William F. Joyce ed., Perspectives on Organization Design and Behavior, 
1981, p. 36. 
仕事のソシオ・テクニカルな再構築と結びついた形態であるといわれる89)。表
4は，主要各国でおこなわれている組織民主主義の形態を 0-4の尺度で表示
したものである。
六 職務・組織再設計と参加的民主主義
ソシオ＝テクニカル・システム・アプローチによる職務と組織の再設計は，
参加的民主主義 (participativedemocracy)と重なりあうことによって，一層組
織民主主義の実をあげることができると考えられる。 AlbertChemsは， 組
織を設計する際のチェックリストとして九つのソシオテクニカルの設計原理を
提示する。その最初に調和 (compatibility)の原理をすえる。設計の過程は，そ
の目的と調和したものでなければならないというものである。「もし設計の目
的が自己修正のできる，変化に適応のできる，さらには個人の創造的能力を最
大限に発揮することのできるシステムであるならば，建設的な参加的組織が必
要とされる」という。このために下位階層の構成員に最初の段階から職務設計
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に参加する機会を与えることが必要であるとみなされる90)0 
Fred Emeryと FredMerrelynもまた，再設計の対象になっている職務
は，それをになっている人たちをかかわらせることによってこそ，最も適切に
して効率的な設計が得られるという。また，多様にして，断片的ではあるが，
詳細な知識を蓄えている人たちの参加を得てこそ，総括的，比較的安定的な設
計が得られるともいう。さらに，それ以上に重要なものとして，関係ある人た
ちによって自らの設計がつくりあげられる場合にのみ，効率的な実行に必要な
モチベーション，責任，ならびに忠誠が得られるとみなされる91)0 
設計に関与する人の選抜について，重要な一つの問題は，設計集団の規模で
ある。 4~10人程度のかなりまとまった小集団では，全員が一緒になって設計
にあたるのが最善だと考えられる。これにたいして，組立ラインのような大規
模単位では，まず設計に必要な人数をこの部門の構成員に確かめる。この選抜
の指針として，「ディープ・スライス (deepslice)」の原理が参考にされるべき
であるという 92)。これは， 労働者のタスク・フォース (taskforce), 第一線監
督者，専門家からなる。
労働組合代表者や職長も，再設計に参加することが望まれる。労働組合代表
者の参加は，職務にかかわる現行の報醒と協約を保談するために，さらに将来
の職務区割りの問題への意見表明のためにも，必要であるとみなされる。他
方，職長は，設計チームのなかでも最も経験のつんだメンバーである。作業集
団の職務管轄権を確認したり，集団構成員の訓練要件を実現させたりするだけ
の経験をもっている93)0 
このほかにも， トップ・マネジメントの参加は，設計についての管理者側の
理解を深め，労働組合や作業者の疑念をはらすことになる。ただし，管理者側
90) Albert Chems, "The Principles of Sociotechnical Design," Human Relations, 
Vol 29. No. 8 (1976), p. 785. 
91) F. Emery and E. Thorsrud, Democracy at Work, p. 168. 
92) F. Emery and E. Thorsrud, ibid., p. 169. 
93) F. Emery and E. Thorsrud, ibid., p. 170. 
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の出席は会合の始めと終りにかぎられるべきであって，それ以外の出席はオプ
ザーバーの資格であることが望ましいとみなす。外部の専門家(outsideexpert) 
の参加も，あってよいという。外部者は，必ずしも設計される仕事の領域に熟
知していることを要しない。かれは，ただたんに援助者 (facilitator) として，•
また外的資源 (externalresource)として役だつにすぎない。援助者としては，
かれは審判し，示唆し，批判することができる。外的資源として，かれは，職
場の経験の範囲を広めたり，社会科学的な考え方でもってその分析を深めるの
を助けることができるとみなされる94)0 
七 結 び
ソシオーテクニカル・システム論の提唱の基底には，組織，とりわけ職場に
おける民主化への願いがこめられている。組織を民主的ならしめるものは，組
織をになう人たちの自律性である。いまや社会・心理的側面からも，技術的側
面からも，下位層の組織構成員に自律性を付与する客観的条件がそなわりつつ
ある。時代の求めるところ，自律性の尊重である。自律性は両側面の共通項で
あり，これを媒介にして両システムの同時最適化が可能となる。
この自律性は，もともと個人にも，作業集団にも，そしてそれをとりまくよ
り大きな組織にもそなわっているものなのである。それは，本来的に内在的な
ものである。集団は，場における諸力に規定されながら準定常的平衡状態を求
めて動いている。それは，オープン・システムとして動的な相互作用を通して
自ら定常状態を維持しうる調整機能をもっている。つまり，それ自体に自己規
制の能力を保持しているとみなされるのである。フィードバックによる自動制
御は，第2次的調整の役割をもつにすぎない。
とはいえ，この自律性の内容となると，多義的である。経済的視点から生産
過程それ自体の固有の問題にたいして決定しうる権能を「自己規制」といい，
94) F. Emery and E. Thorsrud, ゐid.,p. 171. 
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それは「独立」や「自治」と区別される。この自己規制による決定の内容や程
度，そして配分は，その組織のレベルや単位のおかれている環境によって規定
される。組織階層の上位レベルは，下位レベルの直面する環境の不確実性を減
らそうと努めはするが， それにもかかわらずこの努力には限界がある。むし
ろ，社会・心理的側面，技術的側面の求めるところ，職場における裁量権の拡
大である。
この自己規制は，これまでの一人，ー職務方式にかえて集団にまとまりのあ
る仕事をゆだね，責任をもって達成させようとする主張としてでてくる。これ
に対応して，組織も，高いヒ゜ラミッド型の組織からフラット型のそれに移って
いく。新しい組織の設計原理は，部分の冗長性にかえて機能の冗長性をもって
する。これは，個人や集団に，おかれた状況の変化に弾力的に対応のできる能
力をもたせようとする。当然管理者のレベル，機能，人数は縮少し，組織はフ
ラット化していくことになる。
作業集団の自己規制のあり方は，組織の上位階層によっても減らすことので
きなかった，そのおかれている環境の不確実性によって規定されることにな
る。それは，境界処理の不確実性と転換の不確実性である。これに技術上必要
とされる協働を加えて，三つの環境条件が想定される。境界処理の不確実の高
・低，転換の不確実性の高・低，さらに協働の有・無を組みあわせることによ
って8区分から成るマトリックスが構成される。 8つの区分，それぞれが状況
を異にしている。それぞれの状況の不安定性に応じた相互依存の型があり，ま
たこれを調整するための方法が存在する。不安定の程度の小さいものから大き
いものへと並べていくと，集団共有的相互依存関係には標準化による調整，連
続的相互依存関係には計画による調整，互酬的相互依存関係には相互調節によ
る調整が対応する。コミュニケーションや決定の程度は，この順でますます多
く求められていくこ．とになる。
組織の下位階層でより多くの決定をなしうるということは，それだけ職場の
民主化がすすんでいるということを意味する。これは，同じく民主化を目ざし
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て提唱されてきたこれまでの経営参加や職務充実とは異なるものである。職務
充実は個々の職務の改善に意を注いできたが，仕事のシステムそのものの改善
には関心を示さなかった。人間と機械のなすべき役割を区別し，考えはした
が，課業が技術システムと人間システムの双方の要求を満たすものでなければ
ならないということに気がつかなかった95)。また，経営参加は，組織構造をひ
とまず与件としてうけとり上位階層の意思決定に下位階層のものたちがなんら
かの影響を与えようとするものであった。経営参加も，職務充実も，組織の階
層構造を基本的に変えるものではなかった。
ソシオ＝テクニカル・システム・アプローチは，すくなくとも職場での組織
構造を変えようとするものであった。それは，自律的作業集団にもとづく組織
づくりを意図するものであった。 P.G. Herbstは，自律的作業集団と経営参
加との違いを次のようにいう。経営参加は，活動構造 (activitystructure)をそ
のままにして，ただたんに意思決定の場所を変えることによって組織構成員の
態度や行動の改善を，ひいては生産性の向上をねらうものであった。これにた
いして，ソシオ＝テクニカル・システム・アプローチでは，活動構造を変える
ことによって意思決定の場所を変えようとするものであると86)。F.Emeryと
F. Merrelynは， 職務充実のための個々の職務の再定義は， 伝統的な経営権
(managerial prerogatives)に手をつけないままになされるという。権力構造
(power structure)は，依然手をつけない状態にある97)0 
とはいえ，ソシオ＝テクニカル・システムによる組織階層構造の再構築は，
経営参加や職務充実を排除しようとするものではない。むしろ両者は，補完的
95) Louis E. Davis, "Job Satisfaction Research: The Post-Industrial View," 
in L. E. Davis and J. C. Taylor ed., Design of Jobs, 1972, pp. 159-160. 
96) P. G. Herbst, Autonomy Group Functioning, 1962, p. 12. 拙稿「自律的作業集団
による管理体制ーインドとイギリスの比較研究ー」，前掲害， 535ページ。
97) F. Emery and F. Merrelyn, "A participative approach to the democratisation 
of the work place," in Fred Emery and Einar Thorsrud, in Democracy 
at Work, p. 162. 
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にとらえられている。ちなみに，組織再編成にはこれによって影響をうける従
業員の参加が必要だとされるし，また自律的作業集団があってこそ，個々の職
務充実は広がりをもっていくとみなされる。
ところで，上位階層における決定は，職場に影響を及ぼさないわけにはいか
ない。それぞれの階層レベルに対応した民主的方策をうちだすことが求められ
る。組織の制度レベル・規範計画には従業員代表制を，管理レベル・戦略計画
には団体交渉制を， そして技術レベル・実施計画には自律的作業集団をあて
る。こうしてこそ，職場民主主義が根をおろすのみならず，組織全体の民主化
もまたおしすすめられることになる。
民主的な組織構造の是非は，ひとり組織内の環境にとどまらず，組織をとり
まく外的環境とも適合しているかどうかによって判断されるべきであろう。組
織がいま激動の場におかれていることについては， すでにふれたところであ
る。さらにたち入って，激動する環境とはどのようなものであるのか，どのよ
うな環境に直面したときに一層強く民主化がおしすすめられるのであるかなど
を明らかにしていかなければならない。この究明が，次の課題である。
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